
 
○八王子市在宅心身障害者緊急一時保護事業運営要綱（昭和51年10月1日施行）           

昭和51年10月１日施行 

 

改正   昭和52年４月１日    平成５年４月１日 

平成８年４月１日    平成11年４月１日 

平成13年４月１日    平成16年１月８日 

平成16年８月１日    平成18年４月１日 

平成20年７月１日         平成22年４月１日 

平成27年４月１日         平成29年７月１日 

平成31年３月１日 

 

（目的） 

第１条 この事業は、在宅の心身障害者（心身障害児を含む。以下同じ。）を介護している者（以下

「保護者」という。）が、疾病等の事由により、一時的に家庭における介護が困難となった場合に

おいて、介護人の家庭等で心身障害者を一時的に保護すること（以下「緊急一時保護」という。）

により、当該心身障害者及び保護者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（保護の対象者） 

第２条 緊急一時保護の対象となる心身障害者は、市内に居住する次に掲げる者であって、日常生活

において、常時介護を要する65歳未満のものとする。 

（１）身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に基づく身体障害者手帳の交付を受けた者

であって、その障害の程度が１級又は２級のもの 

（２）東京都愛の手帳交付要綱（昭和42年民児精発第58号）に基づく愛の手帳の交付を受けた者 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者から除く。 

（１）介護保険法（平成９年法律第123号）による保険給付を受けている者 

（２）八王子市心身障害者（児）認定短期入所事業の利用決定を受けている者 

（３）八王子市障害者日中一時支援事業の利用決定を受けている者 

（４）その他市長が緊急一時保護の利用が適当でないと認める者 

（利用要件） 

第３条 緊急一時保護は、心身障害者の保護者が次の各号のいずれかに該当する場合であって、心身

障害者を一時的に介護できなくなるときに利用することができる。 

（１）疾病、出産又は事故があったとき。 

（２）冠婚葬祭に出席するとき。 

（３）緊急に休養が必要となったとき。 

（緊急一時保護の内容） 

第４条 緊急一時保護は、介護人又は心身障害者の家庭において実施するものとする。ただし、第１

条の目的を達成するために必要と認められる場合は、この限りでない。 

２ 緊急一時保護の内容は、身の周りの世話等心身障害者が日常生活を行うために必要と認められる

最低限の用務に限るものとする。 

３ 緊急一時保護を利用できる日数は、別表第一に定める区分に従い算出された日数で、月に２日ま

でとする。 

（利用登録の申請） 

第５条 緊急一時保護を利用しようとする心身障害者の保護者は、八王子市在宅心身障害者緊急一時

保護利用登録申請書（様式略）に次に掲げる書類を添付して、緊急一時保護の利用登録（以下「利

用登録」という。）を申請しなければならない。 

（１）心身障害者の属する世帯の市町村民税の額を証明する書類 

（２）その他市長が必要と認める書類 



２ 前項第１号の書類について、申請者の同意に基づき他の方法により確認できる場合は、提出を要

しない。 

（利用登録の決定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、利用登録

を決定したときは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保護利用登録決定通知書（様式略）により通

知するものとする。 

２ 市長は、前条第１項の規定による申請を却下した場合は、書面により通知するものとする。 

（利用登録の内容変更） 

第７条 利用登録の決定を受けた者（以下「利用登録者」という。）は、氏名、住所又は連絡先その

他必要な事項を変更したときは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保護利用登録内容変更届（様式

略）により、速やかに市長に届け出なければならない。 

（利用登録の辞退） 

第８条 利用登録者は、利用登録を辞退しようとするときは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保護

利用登録辞退届（様式略）を市長に提出するものとする。 

（利用登録の取消） 

第９条 市長は、利用登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該利用登録者に係る利用登

録を取り消すことができる。 

（１）第２条第２項各号のいずれかに該当すると認めるとき。 

（２）市内から住所を転出するに至ったと認めるとき。 

（３）偽りその他不正の行為があったとき。 

（４）その他市長が利用登録を不適当と認めたとき。 

（介護人登録の申込） 

第10条 介護人は、あらかじめ八王子市在宅心身障害者緊急一時保護介護人登録申込書（様式略）を

市長に提出し、介護人の登録（以下「介護人登録」という。）を受けなければならない。 

（介護人登録の決定） 

第11条 市長は、前条による申込があった場合であって、その者が介護人として適当と認められると

きは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保護介護人登録名簿（様式略）に登載し、八王子市在宅心

身障害者緊急一時保護介護人登録証（様式略）を交付するものとする。 

２ 市長は、前条による申込を却下した場合は、書面により通知するものとする。 

（介護人登録の内容変更） 

第12条 介護人登録を受けた者（以下「登録介護人」という。）は、氏名、住所又は連絡先その他必

要な事項を変更したときは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保護介護人登録内容変更届（様式略）

により、速やかに市長に届け出なければならない。 

（介護人登録の辞退） 

第13条 登録介護人は、介護人登録を辞退しようとするときは、八王子市在宅心身障害者緊急一時保

護介護人登録辞退届（様式略）を市長に提出するものとする。 

（介護人登録の取消） 

第14条 市長は、登録介護人が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録介護人に係る介護人

登録を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の行為があったとき。 

（２）その他市長が介護人として不適格と認めるとき。 

（緊急一時保護の依頼） 

第15条 利用登録者は、第３条各号のいずれかに該当する場合は、登録介護人に対して、緊急一時保

護の依頼を行うことができる。ただし、登録介護人が次の各号のいずれかに該当するとき合は、依



頼することができない。 

（１）心身障害者の配偶者、直系血族又は兄弟姉妹であるとき。 

（２）心身障害者と同居する者であるとき。 

２ 緊急一時保護の依頼を受けた登録介護人は、心身障害者の心身の状況その他緊急一時保護を実施

する上で必要となる事項を勘案し、心身障害者を安全かつ適正に保護することが困難と判断すると

きは、その理由を明示して、緊急一時保護の依頼を拒むことができる。 

（利用者負担金の支払） 

第16条 緊急一時保護の提供を受けた利用登録者は、別表１に規定する介護料に別表２に定める利用

者負担割合を乗じた額を、当該緊急一時保護を提供した登録介護人に支払うものとする。 

（介護料の支払） 

第17条 緊急一時保護を提供した登録介護人は、緊急一時保護を提供した月の翌月５日までに、八

王子市在宅心身障害者緊急一時保護介護券（様式略）により、市長に対して、緊急一時保護の提

供があったことを届け出るものとする。 

２ 市長は前項の届出があった場合であって、その内容が適当と認められるときは、別表１に定める

介護料から前条の規定により利用登録者が支払うべき額を控除した額を支払うものとする。 

（介護料の返還） 

第18条 市長は、偽りその他不正の行為により介護料の支払を受けた者がある場合は、その者から支

払った介護料の全部又は一部を返還させるものとする。 

（その他） 

第19条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、昭和51年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成16年１月８日から施行し、平成15年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成16年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成20年７月１日から施行する。 

２ 別表1の利用者負担割合を決定する世帯の範囲は、18歳以上については本人及び配偶者とし、18

歳未満については世帯員の市民税所得割の合計額とする。 

附 則 



この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成29年７月１日から施行する。 

２ この要綱の施行に係る諸手続は、施行日前に行うことができる。 

  附 則 

この要綱は、平成31年３月１日から施行し、平成30年９月１日から適用する。 



別表１ 

 

区分 緊急一時保護の提供時間 介護料 

１日 ４時間を超え２４時間以下 ６，０００円 

半日 ４時間以下 ３，０００円 

 

※ 半日は、２回で１日と計算する。 



別表２ 

 

区分 市町村民税の課税状況 利用者負担割合 

１ 市町村民税世帯非課税者又は被保護者等 ０％ 

２ 

心身障害者及び当該心身障害者と同一の世帯に属する者（心身障害者が18歳

以上の場合にあっては、その配偶者に限る。）について、利用登録の決定の

あった月の属する年度（利用登録の決定があった月が４月から６月までの間

にあっては、前年度）分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による市

町村民税の所得割の額を合算した額が16万円未満（当該心身障害者が18歳未

満の場合にあっては、28万円未満）であるもの 

３％ 

３ 上記以外の者 １０％ 

 

備 考 

１ 市町村民税世帯非課税者又は被保護者等とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行令（平成18年政令第10号。以下「政令」という。）第17条第４号中「支給決定障害者

等」とあるのを「心身障害者」と、「支給決定障害者等（法第19条第１項の規定により同項に規定す

る支給決定を受けた障害者に限り、指定障害者支援施設等に入所する者（20歳未満の者に限る。）及

び療養介護に係る支給決定を受けた者（20歳未満の者に限る。）を除く。以下「特定支給決定障害者」

という。）」とあるのを「心身障害者が18歳以上の場合」と、「指定障害福祉サービス等」とあるの

を「利用登録の決定」と読み替えたときに、同号に掲げる区分に該当する者をいう。 

 

２ 所得割の額とあるのは、政令第17条第２号イに規定する所得割の額をいう。 

 

３ 前項の所得割の額を算定する場合には、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第26条の３を準用する。この場合において、これらの

規定中「支給決定障害者等又は当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者」とあるのは、「心身

障害者又は当該心身障害者と同一の世帯に属する者（心身障害者が18歳以上の場合にあっては、その

配偶者に限る。）」と読み替えるものとする。 

 

 


